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組織の発生原価と管理可能性

松　　岡　　俊　　三

はじめに I　分権化と経営原価

　企業の経営活動を行ううえで組織上の権限委

譲は動機づけと相侯って能率の向上に役立って

きたことは勿論であるが，これが経営原祇の発

生頷域へ管理可能原価の概念をもたらしたこと

は必然である。経営の内外環境の変貌，即ち組

織の変化やイノベーション，市場の拡大等は管

理者の業績評価に問題を提起してきた。また営

利，非営利組織の意思決定権限の委譲，分権化

の進行は，それによる動機づけが期待されてき

たし，経営活動の能率向上がもたらされてきた

こともあきらかである。組織に発生する原価は

通常，形態別，部門別，給付別に算定されるが，

責任会計の観点からすれば，意思決定の権限委

譲と最も関わりを大きくもつものは部門別計算

である。経営行動のラインから離れれば離れる

ほど意思決定はラインの効率的活動を反映しに

くくなる。経済的変動，イノペーションの影響

を受けて企業に発生する原価は固定費の割合が

増し，変動費のそれは減少している。それは反

面，企業が激変する環境条件への適用弾力性を

減少せしめていることになる。そこで企業は生

き伸びなけれぱならないから，プランニングの

必要性を余義なくされる。予算も其の根底には

責任会計の思考を備えていると考えられるが，

ここでは発生する原価に焦点をあてつつ組織と

の関わり，原価の管理可能性概念，更に管理不

能原価iの管理可能原価への転換の試みについて

検討を加えていきたい。

　経営組織の拡大は企業の分権化を推進し，投

資は発生する固定費を増大せしめ，経営の対外

部市場への弾力性は減少の一途を辿っている。

分権化がいつ頃から進行したかは，アメリカに

おいて，およそ第一次大戦以後と言われる1〕。

組織が複雑化すれば機能の専門化が促進される

が，そこでトップ・マネジメントは，およそ二

つの問題に直面する2〕のである。

　1　経営活動と其の責任を組織上，如何に分

　　割するか。

　2　下位組織単位を如何に調整するか。

従って意思決定を行う権限を種々マネジャーへ

分散しなければならないのである。まさに分権

化の本質は意思決定を行なえる自由の程度であ

り，程度そのものの問題であるとさえ考えられ

る。完全に分権化することは意思決定者へ最小

の制約と最大の自由を与えることにほかならず，

完全なる集権化は最大の制約と最小の自由をも

たらすことを意味する3〕といえるのである。

　集権的マネジメントから分権的マネジメント

ヘの転換の最も劇的な場面は，かつて共産主義

諸国において採られた。1950年，ユーゴスラビ

アで始まり，最近ではソヴィエト，中国におい

て一部分権管理が試みられている。高度に集権

化されたプランニングとコ：■トロールがレーニ

ンにより企てられたが実務上は良く機能はしな

かった。このことが共産主義諸国のトップ・マ

ネジメントの間で認識されたのである。従って

工場の個々のマネジャーは工場の原価発生へ影

響を与える意思決定を行うにあたり，より多く
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の権限を与えられるぺきことが痛感された。分

権化への変更は責任センターのより低いセグメ

ントで，より多くの原価をコント1］一ラブルに

したのである4〕。それはまた組織における効率

的なマネジメント・コントロール・システムを

求めてきたといえる。マネジメントの活動は本

質的には人間活動であり，予算はマネジャーを

助け，マネージャーは部下を監督する。トップ

　マネジメントは企業を責任ラインに沿って組

織化しなければならないし，マネージャーは責

任領域を監督することが期待され，そこでは意

恩決定の権限を委譲されなければ業績の向上は

望めない。現実には組織は完全に集権的であっ’

たり，完全に分権的であったりはしない。完全

なる集権主義は如何る場合でも経済的そはな

い5〕。なぜならトップ・マネジメントのレベル

で大量の意思決定を行うことは不可能である。

また組織が完全なる分権化の状況になるという

のは完全に分割された企業体の集合を意味す

る①とも言える。

　管理が分権化される理由は種々考えられるが

企業の重要な意思決定は組織のトップまたは其

の付近で行なわれる。彼等は下位マネジャーよ

り広い識見と能力を保持していると言えるが，

他方，意思決定が現場から離れれば離れるほ

ど1そして資源が利用される活動から離れれば

離れるほど其の意思決定は現存する諸条件に対

して敏感に反応しなく．なる7〕。これをきり抜け

るために殆んどの企業は分権化を採るのであ

る。缶権化組織は，より低い責任センターでも

相当程度の原価がコントローラブル・コストと

なるような組織ということができる。

　経営組織の拡大と共に企業は，より資本の固

定化をもたらし，その結果，生産の変更など経

営活動の柔軟性が失なわれ，意思決定に慎重さ

が求められてくる。一方，生産方法，設備の技

術的進歩は経済変動を益々激化させ，経営者は

これに対処していかなければならない。かつて

は企業は一般的に低い固定費と高い比例原価を

発生せしめる設備を殆んど完全利用していた

が，現代では反対に企業は高い固定原価と低い
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変動原価を発生せしめる能力を保有し，其の利

用度は相対的に低い8〕のである。

　生産が技術の進歩により高度化されれば工程

は益々，複雑化され，特殊化された原材料，設

備，技能を要求するようになる。一片の部晶が

全生産工程の進行に大きな影響をもたらし，其

の欠陥が完成晶を遅らせ，また一本の電線が巨

大な建築物の完成を遅延させることすらある。

流通段階の或る時点での資材，製晶の滞留は莫

大な保管料を生ぜしめるのである。生産技術が

高度化された場合，人間と工程の特殊化は資本

と時間の固定化を推進し，従来の市場の不確定

要素を確定化する必要に迫られる。即ち経営活

動の計画化の必要に追られるのである9〕二経営

を合理化し，生産工程を効率化しようと考えて

も企業組織全体を維持していくためには計画化

の期間は長期化し，其の内容は広域化する10〕

ばカ・りである。組織の或る部門で発生した材料

数量差異は別の部門の購入した材料の品質粗悪

が原因であったり，有利な材料受入価格差異が

不利な材料消費数量差異を生ぜしめるといった

ように，企業全体的には相互に関連性を持って

いることは注意を要する11〕のである。それ故

に予算を設定し，実績との差異分析を場所別，

責任領域別に事後的に行うことはより困難とな

り，適切さを求めるために少なからぬ留意点が
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存在する。計画が長期化すれば不確実性は大き

くなるばかりで，一事後差異分析による原価分

析，責任分析，コントロールは困難を増すばか

りである12〕。

　近代的工業が高度に発達していなカ・った時代

には原価計算領域においても全部原価計算の矛

盾は指摘されることはなかった。生産が高度化

し，設備資本の固定化が進行するにつれて原価

構成内容も変化し，変動費の発生に対する固定

費の発生の割合が高くなってきた。また販売市

場の変化も著るしく，景気変動の影響を強く受

けるようになると全部原価計算制度における欠

陥を指摘する声も曝かれはじめた。直接原価計

算における期間原価とか，直接原価は原価が本

来的に持っている性質ではなく，’原価管理や経

営組織に関連した経営上の意思決定により其の

ような性質が付与されている13〕のである。原

価計算を産業の発展に伴い，経営管理上の要請

に適合させることが益々要求されるようになっ

てきた。それにも拘らず全部原価計算は専ら歴

史的原価の把握と経営給付へ対する帰属計算に

集中していた14〕のである。市場は激しい．競争

状態を呈し，需要予測に不確実性が大きいた

め，生存競争の中で多角経営を強いられ，生産

続行しなければならないという環境，さらに技

術革新，資源コストの変化する中で経営は適切

なる意思決定と最適資源の配分に迫られるので

ある。そこでは短期的管理が提唱され，セグメ

ント別に意思決定をしたり，資源配分を行なわ

なければならない余地が生じてくる15〕。まさに

経営変動と競争の激化がセグメント別の収益性

の測定の問題へ注目を惹き起し，特に販売領

域での管理に貢献利益法を展開せしめた16〕の

である。一方，生産領域で部門責任者は標準原

価計算を実施し，部門別，作業別，責任者別に

能率を測定し，原価差異を把握し，差異の極小

化を求められるのであるが，標準と実績の差異

計算を通じて部門責任者が将来，差異をできる

だけ小さくするように心理的に誘導されるとこ

ろに意義があり，心理的に原価意識を鼓舞せし

める働きが動機づけとなって現われ，管理会計

的観点から行動心理の理解を行うことが重要と

なった。経営遂行の基本は人間の心理の掌握で

あり，組織のモラールを高める工夫を行なわな

ければならない。原価発生の場所別杷握は製品

原価算定の正確性を助長することは勿論，責任

者別発生額を明らかにする結果となり，発生原

価が過大であれば其の責任を責任者へ問うこと

を余儀なくされる。経営における場所別区分は

生産機能の区分であり，マネジャーの責任区分

をも表わすものである。いわゆる原価部門はコ

スト，コントロールのためのデーターが得られ

るように，そして製晶原価が正確に計算できる

ように設定されなければならない17〕。コントロ

ールの責任単位は経営の単一機能，又は数機能

をグループ化した活動組織単位であるが責任を

持つ者は単一責任者である。責任単位は事業部

であることもあり，部門，セクショ’ン，センタ

ーであることもある。かつては経営の執行管理

が単に財産管理的なものにすぎなかった時代も

あったが規模拡大とともに原価管理，収益管

理，利益管理というようにコントロールの対象

が拡大し，責任と権限が委譲されるにつれ，そ

こに責任会計の概念が生成，発展するようにな

った1醐。管理者の責任範囲の区分が明確にされ

ると共に責任区分に応じたコ’ストの測定が不可

欠となるが，そこに有意義な差異分析が管理に

寄与するといえる。管理者の責任区分に応じた

勘定区分や測定が論議されているが時代的には

ヒギンズやエイルマンより，さらに1921年のウ

ィリアムにまで湖ぽらなければならない19〕と

いわれる。

　責任会計の発展理由は他にコンピューター会

計の発達が無視できない。会計の機械化は責任

会計の発展を促す有力な要因・になった20〕と言

えるし，特に機械化会計のコーディングは責任

会計のためのコードと財務会計のためのコード

を調整結合させる可能性をもたらした。更に責

任会計遂行のためには事前コントロールが重要

であり，予算，標準原価計算の果す意義は無視．

できない。予算や標準原価計算に関連しで行動

心理学の分析が重要であり，予算統制は企業の・
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未来活動を科学的にコントロールしようとする

ところにある。いうまでもなく，経営規模の拡

大，複雑化がもたらした総合的企業管理の必要

性，総資本のなかに固定資本の占める比重の増

大，技術革新や経済変動等，種々の要因が計画

経営の必要を生ぜしめ，其の一環としての予算

統制も普及をみたのである。固定予算は主とし

て企業全体の総合的利益計画と各部門との調整

的役割を演ずるのに設定されるのに対して，変

動予算は主として原価に対する予算と考えられ

る。企業の目的は資本，労働，経営の三者の協

力により財貨，用役を経済原則に基づいて生産

し，販売を行い，其の成果を公正に分配しなけ

ればならない。経済性に則った経営活動を行う

にあたって予算は各部門の責任区分別に責任額

としての意味を持ち経営活動を行った業績を批

判する判断基準としての役割を演ずるものであ

る。そこには執行業績を明示する責任会計の整

備が行なわれなければならないし，予算におけ

る委任の原則，責任区分の原則が貫徹されなげ

ればならない。

　責任会計は会計理論や会計原則の破壊的変化

をもたらすものではなく21〕，其の重点のおきど

ころが製晶原価の算定からコスト・コントロー

ル面へ移行したことを意味する22〕ものである。

財務諸表の必要による製晶原価算定を指向する

前に誰が其れを行ったかに基づきコントロール

に役立つレポートを提出し得るようにすること

である。責任会計，予算統制のフィードバック

・システムは企業組織の構造を中心に設定され

る必要がある。システムのフィード・バック・

レポートは組織の階層性に基づきマネジャーの

責任の範囲，義務を映し出すように設計される

べきである23〕。各階層レベルのレポートは其の

上下の階層レベルと相互関連性を有し，マネジ

ャーは自己の果した業績と責任の及ぷ範囲の部

下の執行者の業績についても認識しなければな

らない24〕のである。勿論，彼自身の要約された

レポートが，上司に伝達されることは言うまで

もなく，そのような階層性レポート・システム

は斑長から重役会議に至るまで組織の全ゆるレ

ペルを通じて適用される。そして予算執行責任

者と上司との間では規則的にミーティングを行

うことにより，実績を批判し，既に下した意思

決定，将来とるべき経営行動を論議していかな

ければならない。勿論，企業の製造領域のみな

らず販売領域も含めて全体的に科学的会計管理

が行なわれることが望ましい。販売管理者にと

っては製晶のクラス別，販売領域別，セールス

マン別…等のセグメント別情報が有用であるこ

とは言うまでもない。自由競争市場で企業は利

潤獲得のため製造領域で製造原価を最小にする

こと，及び販売市場では市場占有率を拡大する

こと25〕であり，原価を最小にするために標準

原価計算が其の役割を演じた事は否めない。販

売面におけるセグメント別収益性は単に製晶別

収益性に停まらず，問接費配賦計算についての

問題点から，やがて，より合目的な貢献利益思

考へと展開したとみることができる。
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皿　コントローラピリテ．イーの概念

　産業技術の発達，特に電気，化学，その他新

製晶の開発と相侯って企業の投資は絶え間なく

増大の一途を辿り，生産が高度化し，資本の有

機的構成が高まるにつれて企業の弾力性は減退

し，意思決定はより慎重性を求められてくる1〕。

経営管理者は其の巨額の固定費の回収計算に神

経を使い，投資へより慎重にならざるを得ない

のである。意思決定は企業経営の弾カ性へ大き

く影響し，新設備投資，従業員の雇用，資金調

達といった意思決定，或いは資産の売却，在庫

の節減，労働者の解雇，休業といった措置は経

営の硬直性と重大な関わりを持つことは言う迄

もない。経営構造が非弾カ的になれば必然的に

より多くの原価が変動養から固定費へ変化す

る。時代が進むにつれて社会環境も変化し有給

休暇の制度化，最低賃金制の実施，保証給の設

定などは，かつて変動費と考えられていた労務

費を固定的，剛直的なものへと変容せしめた。

経営者は労働者を突然に解雇したり，悠意的に

賃金カットをすることは許されず，・経営の社会

的責任は益々大きくなっている。管理会計的観

点カ・ら繁栄の時代の需要増大期に意思決定を行

った結果の発生する原価を後の激しい競争の時

代に生産された生産物へ負担せしめることが妥

当かどうか検討を迫られる状況となっている2〕。

固定費の増木要因には種々考えられるが，増大

する固定費を浪費すれば経営の収益カは悪化し，

有効利用すれば競争力の増大となり，市場占有

率の拡大た役立つものとなる。経費節減の戦略

を探るのも一法であるが，また，マーケット・

リサーチ，研究開発等積極的に投資を行うのも

企業の付加価値を増大せしめる基礎を形成する

と考えられる。

　企業活動において原価管理の重視は従前の原

価計算の展開に少なからぬ影響をもたらした。

部門別計算の認識が重要視され，其の原価算定

の目的から機能的計算段階としての位置づけが

なされてきたのである3〕。　しかし部門別計算は

製品別計算の補助手段では決してない。設備投

資が行なわれ，有効利用が十分行なわれず，外

部環境に依存する不働能力の程度が大きければ

大きいほど製晶原価算定において不働能力に帰

因する損失を原価へ含めるべきでないとする見

解が有力となってくる4〕ことは曄史が示すとこ

ろである。原価計算は給付原価の決定を主要目

的としてはいたが，やがて部門の能率評価のた

め，部門別，工程別，製晶別，地域別等に原価

を集計，記録するように発展し5〕，管理へ主眼

が移ってきた。特に変動原価は生産活動の函数

であるが，設備投資から発生する固定原価は給

付準備のために発生する関数とも考えられ，振

替計算により負担者計算することは適切でない

と考えられる。固定原価は給付量と確定的因果

関係が把握できないし6〕，給付量自体も流動的

である故に給付単位そのものに責任を求め魯な

いことは自明である。製晶価格目的においてさ

え全部原価計算は十分なる役割を演じ得ない。

なぜなら，自由経済市場では多数の需要者，供

給者を背景として需給関係により価格が決定さ

れるのであるから。不況，競争期には価格の下

限は変動原価に依存せざるを得ず

組織の発生原価と管理可能性
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　直接原価十比例的配賦原価’

　　　　＝全部原価一準備原価

を基準にせざるを得ない。準備原価，即ち固定

費は其の重大性を認識するという観点からも製

品原価へ含めてはならないし，もし製晶原価へ

含めてしまえば

　a’意思決定の結果を比較することが不透明

　　となり

　b　部門の真の能率測定に困難性をもたらし

　C　企業の最良の価格設定をも不可能にする

といった可能性をもたらすηので牽る。企業が

最適な意思決定を行ない，其の発生のために最

も有利なコースが選定されなければならない。

バランスのとれた計数計画を通じ，各部門の関

連と調整を進め経営活動の統制を行っていかな

ければならない。重要な管理面は原価を責任別

に区分することであり8〕，責任をあづかるマネ

ジャーは当該原価のみしか責任をもてない。原

価発生に関する其の管理可能性は権限の程度に

より，管理階層により異なるのであり，原価が

どのような経営行動から発生するのか観察すろ

ことが重要性を帯びてくる。そこに原価を活動

原価と能力原価，さらに後者をコミッテド・キ

ャパシティー・コストとマネジド・キャパシテ

ィー・コストヘ分類しようとする管理的観点の

分析が生じる結果となってくるのである8〕。コ

スト・コントロール目的が第一に掲げられるの

が責任会計における立場であり，給付原価を測

定する目的は第二目的となる。併し，製晶原価

の算定が決して不正確をもたらす結果とはなら

ない。最初にコントロール目的に従った原価集

計が行なわれ，次いで製晶原価計算のために組

替えられるのであるから結果的に最初に原価算

定を考えた場合とは異らないといえる。原価計

算基準も原価管理を有効に行うために管理の権

限と責任の委譲を前提とした区分に発生する原

価を計算するとしている。有効管理を促進する

ために原価を機能別に，また直接費，間接費，’

及び固定熱変動費へ分類し，管理可能費，管

理不能費へと集計すること9〕が適切と考えられ

るのである。標準原価を設定する場合にも其の

原価の発生する責任が明確化されていなければ

ならないし，能率測定はその上に成立つもので

ある。原価を発生せしめる権限と責任は組織の

各階層により異るのであり，異なる階層の管理

者へ当該原価差異を提供することによりコスト

・コントロールが効率的に，達成される。

　コントロールが困難とされる固定費を給付へ

配賦を重ねるのでなく，帰属可能な計算領域へ

区分するのは，より有効なコントロールを行な

うためであり，其れが全部原価計算への移行を

示すものではない。いかに固定費全体を部分ブ

ロックヘ分けるカ・は管理可能性の観点から意義

をもつものである。いわゆるドイツの補償貢献

計算における固定費ρ段階的控除計算は場所別

に発生した原価，負担者別に発生した原価を全

体的に合目的に加算していくことを可能ならし

めるものであり，原価の期問比較，企業比較，

計画と実際の比較に関して経済性計算の最善の

原理を提供するものであるm。固定費を一括把

握でなく階層的に把握する．ところに其の管理の

可能性を指向するのである。原価管理を遂行す

るにあたってはコント1］一ルに意味ある原価を

把握しなければならない。もし技術的にコント

ロールし得ない原価は管理的見地から測定する

に及ばないのであるが，固定費が全面的に管理

不能であるとは限らない。シュユーレンバッハ

は経営コントロール目的のためには原価要素を

固定費と変動費へ区別しなければならない12〕と

しているが，原価発生の本来の源泉は意思決定

にあり，意思決定により原価が発生するのであ

るから・コントロールも遡って考えなければな

らない。ダイレクト・コスティ．ングの貢献利益

は市場指向を備えており，市場において販売さ

れる製晶の貢献利益は市場が固定費をどの程度

許容し，どの程度の利益を獲得せしめるかを物

語るものである。市場の自由が回復するにつれ

て企業はより経済性と合理性の追求を余儀なく

され，経済事象を合理的に認識するために限界

原価計算を導入すべき環境が到来したiヨ〕とも

言える・市場の需給関係の下で補償貢献額は市

場の状況を無視することなく，個々の晶．目につ

組織の発生原価と管理可能性
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き給付単位原価を認識せしめるのであ孔経営

が高度化し，生産が高い固定費を負担する場合，

需要超過のとき，価格を引きあげて需要を抑制

し，需要不足のとき価格を引き下げて需要を換

起するといった持続的操業政策をとるのに貢献

利益法は適しているのである。製晶の価格計算

は多晶種少量生産のとき，さらに市場価格が付

与されていないとき有益性が高いのである。企

業が市場価格の低落傾向を認識したり，注文量

が増大するとき，利益付加額が調整されるので

ある。製晶原価に何を合めるべきかについては

チャーチの補充率を思い浮かべるのであるが，

やがて世論が損益説へと傾注していくのは経済

環境の変化，および経営の経済性の追求の中で

考察しなければならない。完全なる経営準備の

原価は固定原価と呼ばない方がよいかもしれな

い。固定費を区分する際には支出作用性でなく

て，除去可能性ないし硬直性を優先すぺき15〕と

も考えられる。いわゆる限界原価計算では限界

原価を製晶単位へ一意的に帰属される価値消費

であるとみなしているのであり，従って残余の

固定原価は収益配分額として把握することがで

きる16〕。短期的意思決定にとって重要である比

例原価は中期的，長期的意思決定にとっても決

して無視できないし，長期的観点からも除去可

能キャパシティー・コストを計算することは重

要である。段階的固定費補償計算システムは論

理的には除去可能な固定費を明らかにする方向

へ拡張発展すぺきものm　と考えられているも

のである。固定費の細分を求める其の背景は何

であろうか。そこには或る期間に発生する固定

原価のうち，特定期問の製造に関連して製晶加

工に必要な生産設備の原価が同一期間の完成製

晶種類全体に帰属されるぺきであり，補償貢献

額により補償されるぺきである18〕という観念

が存在していると考えられる。個々の給付にま

で固定原価を分割する必要はなく，種類全体に

ついて発生する合計額が其の種類全体の売上額

により補償され，更に全部原価利益をもたらす

か否か成果を示すのが適切であるとも考えられ

る。製晶に関して個々の晶目が有利か，どの程

度有利か不利かはそれほど問題ではない。個々

の製品が限界原価以下で販売されない限り・そ

れは固定費を補償し，更に利益に貢猷している

と考えられるのである。全ての晶目がことごと

く固定原価を補償する必要はなく，其の合計額

が限界原価を補償し，固定費回収に貢献するこ

とが必要である。原価発生に直接原因となった

原価のみを製晶へ帰属計算すぺきであり，いわ

ゆる原価発生原因原則の観点から，本来，製晶

製造に発生原因となる原価を帰属計算するのが

限界原価計算であり，いわゆるダイレクト・コ

スティングは其の限界原価原理を基礎としてい

る19〕。現実には限界原価の算定は困難を伴い，

ダイレクト・コスティングの下で。は限界原価に

替えて線型一次の比例的原価の発生を仮定した

平均変動原価が計算され，これが損益計算書に

おいて売上高から控除されるのである。固定原

価を製晶原価へ配分負担させるのは原価計算で

はなく，統計的計算とさえ言われるが，暦日に

比例的に発生するとすれば論理的には負担者計

算は適切でないとも言える。固定費を短期的準

備原価，中期的準備原価，長期的準備原価と識

別する基準は原価の作用性から設定するもので

あるが，其の根底には固定原価の管理がどの程

度，可能であるかの観念が存在しているとも考

えられる。給付単位計算は可能な限り原価発生

と相関関係にある基準値により原価負担者へ配

賦されるべきではあるが，原価費目の全体が単

一の配賦基準で配賦されるのは賢明とは言えな

い。

　ダイレクト・コスティングにおける期間原価

は暦日的に発生するものとされるが，特定のセ

グメントに個別的なものと，共通的なものに，

即ち，個別固定費，共通固定費に分けられる。

更に個別固定費をもマネイジッド・キャパシテ

ィー・コストとコミッテド・キャパシティー・

コストに分けられるが究局のところ，セグメン

ト別損益計算書は各々の貢献差益概念により固

定費を中心とする期間原価の段階的補償計算を

明示することにある2ω　と考えられる。製造活

動に対する管理の成功，失敗を原価のフローに

組織の発生原価と管理可能性
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照らして測定する直接原価計算は限界利益，な

いし貢献利益を企業の主要な事業分野別に算定

表示するセグメント別損益計算を帰結とするも

のである。このセグメント別計算の差異額は其

のセグメント管理者の外部環境についての予測

の誤りから，また環境適応の不適切からの結果

として引起こされると考えられ孔差異額から

セグメント別マネジャーは自らの予測能力，利

益計画の有効性，妥当性を自己評価できるので

ある。セグメント別収益性の観点での貢献利益

思考は直接原価計算の最初の論攻とされるハリ

スの「先月，我々はいくら儲けたか」に求める

ことができるが，標準原価計算における彼の主

張の中では固定費の配分と其の控除による利益

計算が述べられている。彼の限界残高原理にお

いては固定費のセグメント別配分をやめること

により階層的に禾1」益構造は捉えることを可能に

していると言える。固定費の配分をやめる根底

には哲学的に責任会計の思考が存在していると

言える。責任会計システムは原価をマネジャー

の意思決定に関連づけて其の管理を行なおうと

するものである。ホーングレンは責任会計シス

テムを組織を通じて種々の意思決定センターを

認識し，コスト，収益，資産，負債等を当該原

価の意思決定を第一義的に責任を持つマネジ

ャーに跡づけるシステムであると認識してい

る21〕。意思決定センターへ跡づけ得る全てのコ

ストはコントローラブル・コストか，アンコン

ト1コーラブル・コストである。マネジャーの業

績評価に対してはコントローラブル・コストの

みが対象とされる。なぜなら一定のタイム・ス

パン内ではマネジャーにより直接的に影響をう

けるのはコントローラブル・コストのみである

からである。予算コントロール・システムの中

に横たわっている中心的な観念は責任会計恩考

であり22〕，責任会計の本質は標準原価や予算か

らの偏差がマネジャーについて検証されるよ

うに責任領域に従った原価，収益の累積であ

る23〕。製造上のコントロールの対象は通常，コ

ントロール・コストであり，或るマネジャーに

よってコントロールされないコストと言えども

誰れかによって，又，いずれかのグループによ

ってコント1］一ルされているのである。コント

ローラブルの観点から固定費，変動費概念は重

要であるが，其の管理手順は大きく異ることは

言う迄もない。変動費の差異は，其れが最小に

なるように，また起らないように，そして其れ

らを排除することによってコントロールされる

が，固定費は発生源泉に湖って意思決定が行な

われるか否かによりコントロールされるのであ

る23〕。責任センターにおける種々の原価はダイ

レクト・コストか，インダイレクト・コストで

あるが，インダイレクト・コストは当該センタ

ーへ配賦されたものであり，コントローラブル

ではない。全てのコントローラブル・コストは

ダイレクト・コストであるが，しかし，全ての

ダイレクト・コストはコントローラブルとは限

らない24〕。一例をあげれば当該部門の設備の減

価償却費は部門のダイレクト・コストであって

も部門のマネジャーからすれば設備の獲得，処

分を行う権限を与えられていないからアンコン

トローラブルである。土地，建物の貸借料とい

ったものもそうである。またコントローラブル

・コストは必ずしも変動原価のみとは限らない。

監督者給料，水遣光熱等の用役費，雑誌購読料

等操業度に影響されない諸原価もコントローラ

ブルである。逆に殆んどの変動原価は管理可能

であるが絶対的にそうであるとは限らない25㌧

時には原材料，部晶のコストさえ操業度と共に

変化しても全面的に部門のマネジャーの影響外

にあることがある。組立部門における部晶の数，

賃率等は他部門の決定に属することになる。
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皿　管理可能性原価と責任会計

　生産企業における製造活動のオートメーショ

ン化が進行し，計算能力が高まり，その精激化

がより一層可能となるとき，原価計算制度にも

新らしい変革が求められているよう・に思え孔．

原価計算は多面的な目的のために基礎データー

加工処理プログラムの工夫によって多目的に叶

うアウト・プットを企図しなければならない1〕。

企業における内部のマネジャーは権限分散組織

において種々の情報を要求し，情報源も多岐に

亘孔内部利用者は企業の至近距離にあるので

あるから経営活動の多くの重要事項に直面し，

意思決定を求められ，情報を利用する度合が高

まってくるのである。有用な情報をアウト・プ

ットするため1と工程別，部門別に原価差異を算

定するとか，個別原価計算にも標準原価を適用

する工夫を考案するのも其の有益性を高める一

法である。原価を固定費，変動費に分解し各々

について標準を設定すること，更にはマネジャ

ーの責任の範囲と結びついた原価発生区分を行

うことが重要である。原価管理上の一つのポイ

ントは原価の発生がセグメントのマネジャーの

意思決定の結果であるか否かである。責任会計

の本質が，例えば標準原価や予算からの偏差を

責任者や其のグループに関連して検証するよう

に，責任区分に従ったコスト，収益の累積にあ

る。製造上のコントロールは通常コスト・コン

トロールであり，当該マネジャーにより管理さ

れないコストと言えども誰かによって管理され

ているはずである3〕。情報は組織の階層別に如

何に加工されるかにより情報の価値は変り，要

素別，部門別，プロジェクト別，製晶別に加工

された情報はそれだけ価値を増すことにな孔

内部情報で価値の大きい，情報量の大きい情報

というのは例外管理でいう例外事項や無視でき

ない原価差異，予算差異であり，組織の上層部

に至るほど例外性の大きい情報に対して改善措

置をとり得るのが管理の原則である。原価管理

上，マネジャーが情報量の大きさによりアクシ

組織の発生原価と管理可能性
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ヨンがとれるようにするためには職長には原価

差異を，トップには合併問題をというように階

層に応じた，そして権限と責任に基づいた例外

情報を知らせることである。・企業の目標，方針

は明確にし，従業員に至る迄徹底しておく必要

がある．し，組織階層が低くなれば目標は具体化

し，計画性を持たせなければならない。原価の

責任別集計の為，費用別計算，部門別計算を展

開する過程で階層別，領域別にマネジャーの管

理可能原価の計算，管理可能な活動量計算が行

なわれなければならないし4〕，責任を負えない

管理不能原価は混同されてはならない。原価の

管理可能性に基づく分類が更に有効に機能し得

るためには形態別，機能別等の分類によって測

定し，部門別に集計した原価を単純に管理可能

費と管理不能費に分けるのみでなく，たとえ

ば，材料費の消費額の測定の段階で直接費であ

るのか，間接費であるのか，また変動費である

のか，固定費であるのかの基準からの分類を行

なうと同時に，どのマネジャーに対してどのよ

うな管理可能性を持つかの分類測定が必要とな

るのである5〕。しかし，原価計算手続を形態別

計算，部門別計算，製晶別計算とするとき，部

門別計算を介して製晶原価計算と責任原価計算

とが深く．関わり合うことになるのである。部門

別計算に際し，単に部門単位に集計される間接

費も存在し，さらに工程，コスト・センターに

まで細分集計される間接費も存在するが，これ

らのコスト・コントロールには相違がある。或

る部門においては集計される間接費について全

面的に管理責任を負い得ないこともあり，この

場合には原価の機能別分類が必要となってくる

のである。とにかく原価管理が重視されるにつ

れて表裏関係で部門別計算が重視されるように

なってきたことは確かである6｝。部門費の勘定

設定と勘定への原価集計の範囲は其の管理者の

管理責任の範囲と一致させることが必要であ

る7㌧直接費，間接費の原価分類は計算技術上

の問題であり，本質的に直接費であるが便宜

上，聞接費として処理する場合も存在する。管

理可能費とは経営の各階層において管理対象と

なる原価であり，其の中心は直接費であり，変

動費であるが，固定費の中にも管理可能費は存

在する。管理不能費は経営管理上，各階層にお

いて管理対象となし得ない原価であるといえ

る。業績評価の観点から減価償却費，監督者給

料等はマネジャーから全面的にコントロールさ

れ得なくとも其の部門に跡づけられるならば情

報として提供されるぺきである8〕。責任センタ

ーに合理的な関連性が求められなくとも企業の

経営活動に欠くことのできない原価であるとい

うことは認識されなげればならない。コントロ

ーラブル・コストであるか否かの概念はマネジ

ャーが所定の部門で，一定の期間において完全

とまでいかなくとも重大な影響を与える原価項

目についてはコント1コーラブル・コストと考え

られる9〕のである。勿論，このような基準は組

織の特定の責任センターに関して意味を持つに

すぎず，低階層でのノンコントローラブル・コ

ストもハイレベルでの責任センターではコント

ローラブル・コストとなり得る事はある。組織

の階層が上るにつれて其の責任センターにおけ

るノンコントローラブル・コストを管理者へ報

告することはフィード・バックの観点から必要

とされるのである1ω。発生する如何なる原価も

組織の誰かによって管理され得るはずであるか

ら。

　次の図は製造現場の監督者から経営重役に至

るまで其の報告の階層性を表わしていると考え

られるが，報告される原価項目が上層部へのぼ

るとき責任の増大と相侯って広範となり，詳紳

さの程度は小さくなるのは言う迄もない。生産

現場，販売現場における各要員の雇用問題にト

ップ・マネジメントは影響を与えることができ

るし，其の発生原価はトップにとってもコント

ローラブルと言える。時間的要素を導入する．な

らば管理可能原価は短期的にマネジャーにより

影響を受け得る原価と言える11〕。原価が一定の

責任センターで発生しようが，そこに配賦され

ようがマネジャーが其の原価に重大な影響を与

えることが可能ならばコントローラブル・コス

トと言える。この定義には二つの重大な意味が

組織の発生原価と管理可能性
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　　　　　　　Fig．2報告の階層性

　　　　　　　Managing　Directon

Productlon　Director

More　Controllable

　　　l　　　　l
Work　Manager

　　1　　　　．l
Work　M6nager

　　l　　　　　　　l　　　　　l　　　　　l
Production　Supervisor　　　　　Production　Supervisor
　　＆For如an　　　　　　　　　　　＆Forman

T－Lucy．，〃伽昭ε刎2〃λoω榊〃〃g，DP　Pub1ication，’83p．144．

含まれている12〕のである。

　1　特定の責任センターに関連しているこ

　　と。

　2　コントローラビリティーは完全な影響下

　　にあるというより，むしろ重大な影響を与

　　え得るという意味である。

それ故に管理可能性は原価の先天的特徴と言う

よりも，責任センターとの関わりの程度の相対

的なものである13〕。

　企業を単一の実体と考えるとき，全てのコス

トはコントローラプルである。さらに極論すれ

ば，セグメントにおいても其のセグメントを閉

鎖すれば願価発生はゼロになるはずである。給

付を生産するのに発生する原価は外注すること

により，また変化するのである。留意すぺき点

はどんな原価がコントローラプルであるかでな

く，どのような原価が如何なる責任センターで

コントローラブルである16〕かである。他部門

から配賦された原価は当該責任センターでコン

トロールし得ない。なぜなら，それはマネジャ

ーの行動というより配賦方法により影響される

からである。

　直接労務費は通常，コントローラブル・コス

トとして考えられているが注意深く観察すると

管理者は責任を回避するために，ノンコントロ

ーラブル・コストであると主張する傾向が強い。

組立部門において20の仕事を20人の熟練工で特

定された賃金で生産活動が行．なわれるとき，直

接労務費は部門管理者からすれば，ノンコント

ローラブルである。しかし，技術水準を下げ，

賃率を低いレベルに求めて，さらに直接工を20

人から19人へと削減しようと挑戦されることは

L…C。・t・・u・bl・／

あり得るのである。

　ところでノンコントローラプル・コストをコ

ントローラブル・コストヘ転換する可能性は存

在しないのであろうか。用役費が工場で単一の

メ」ターにより測定されるならば各部門のマネ

ジャーにとって配賦される用役費は管理不能で

あるが，各責任センターにおいて測定可能な設

備を施すことにより管理可能原価に転換せしめ

ることができる15〕のである。管理可能原価へ

の転換は通常，次の二つのいずれかにより可能

となるi舖のである。

　1　原価割当てを配賦から賦課へ変更する。

　2　意思決定の場所を変更する。

一例として修繕保守部門のコストが製造問接費

率でもって製造責任センターへ配賦されるなら

当該センターではノンコントローラブル・コス

トとなり，当該センターのマネジャーが影響を

与える可能性を持つ修繕時間等を配賦基準とし

て配賦するならば，コントローラブルな要素と

なる。実務的には如何なる間接費項目もダイレ

クト・コスト，コントローラブル・コストヘ転

換されることが一応，可能性として考えられる

が，この領域において未開拓な技術的手法が存

在することは確かである。

　業績報告においても各責任センターのコント

ローラブル・コスト，ノンコントローラプル・

コストの識別は重要である。コントローラブル

　コストを明確に分類することは困難を窮め，

業績報告上，ノンコントローラブル・コストは

報告されるべきでないと主張されることがあ

る。併し，現実の経営活動において責任センタ

ーへ管理不能原価を割当て，報告すべき妥当な

組織の発生原価と管理可能性
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る理由が存在する。トップ・マネジメントから

すれば責任センターのマネジャーに其のような

コストの関心を抱いてもらいたいし，関心を持

つことが問接的にコスト・コントロールヘ効率

的発揮に繋がると期待する。責任センターの活

動を遂行していく上で，必要な原価を全て認識

するならば企業の他の部門が当該責任センター

を運営するのに貢献しているかを理解するのに

一層役立つのである。責任を持てるコストを認

識することはマネジャー自らの業績を理解でき

るのは勿論のこと，責任を持てないコストをコ

スト・ヒポート上，含めないならば，恐らくマ

ネジャー自身が経営活動を行っていくうえで彼

の背景にある組織の必然的に発生するコスト，

組織の大きさ，当該部門との関わりの程度等の

有益な理解が得られないことが考えられる。

管理可能コスト

　材料仕損じ

　直接労務費

　間接労務費

　補助材料費

　修善維持費

　動カ　費
　　小計
管理不能コスト

　賃借　料
　減価償却費

　配賦コスト

　　小計

Fig．3

実際原価

　681
5．234

1．687

　340

　822
　450
＄9，205

予算との差異
（l07）

（228）

　82

20

（235）

（20）

＄　（488）

＄　763

　1．625

　3，860

（）は不利差異

＄6，248

　　　　　　　　　＄15，453

Anthony，We1sch一，肋〃伽伽〃3ぴ〃例αgθ一
伽θ械λcco伽加惚Richard　D．Irwin’77．p．456．

上の例で製造部門のレポートの差異額はコント

ローラブル・コストのみに対して算定され，ノ

ンコントローラブル・コストに対しては算定し

ていない。部門のマネジャーは管理できないコ

ストに対しては責任を持てないからである。マ

ネジャーの観点からコスト・コントロールの目

的を達成するために管理階層の責任に合致した

情報伝達が形成されなければならない1醐。階層

が下がれば情報に詳細さが要求されるし，貨幣

表示のみならず，物量表示が非能率な経営行動

を解明するのに有益である場合が存在すること

は留意を要する。

　ところで製造部門がサービス部門から受ける

用役に関するコストについて，サービス部門と

製造部門，言い換えれば，用役提供部門と用役

受入部門の両者がコストに影響を与える立場に

あるが，このような場合，原価発生に関して二

重の責任が存在する19〕と考えられる。配賦さ

れる原価は全面的に当該製葦部門で責任を持て

ないというものではない。このような状況は設

備拡張計画における資本支出を求める部門とそ

れを許容する側との問にも存在する。責任会計

における基本は管理可能性である2ω。管理可能

性が責任を定義するということは正に責任会計

の本質を示しているのである。サービス提供部

門と其の受入部門の状況を考えるとき，サービ

ス提供部門に二つの形態が識別できる21〕。

　1　他部門の活動を促進するが，提供するサ

　　ービスを殆んど測定できない部門。

　2　他部門の活動を促進し，提供するサービ

　　スを客観的に測定できる用役提供部門。

本社事務部門，一般管理部門といった部門は前

者に属するであろうし，修繕部門，検査部門と

いった部門は後者に属することになる。後者の

サービス提供部門についてはサービスを数量化

することにより，たとえばサービス価格の設

定，サービス金額を算定するというような物理

的数量表示の解決が責任会計を促進するうえで

重要である。部門の管理者からすれば，経営活

動に影響を及ぼす判断の程度は，およそ次の二

点に依存する22〕。

　第一点は活動の性質であり，仕事が複雑にな

　ればなるほど，それを満たすための必要な判

　断の程度は益々大きくなるのであり，

　第二点については権限委譲の程度が大きけれ

　ば大きいほど，マネジャーから影響を与える

　ことのできる判断は大きくなるということで

　ある。

部門管理者の自由裁量性が大きければ大きいほ

ど正確な目標設定は困難となり，コスト・コン

組織の発生原価と管理可能性
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トロールにおいて其の責任の明嘩性が薄れてく

るのである。
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結　語

　経営活動において発生する原価は組織階層の

いずれかのマネジャーによって管理される筈で

ある。管理可能原価はマネジャーと深く関わり

を持ち，業績評価に欠かすことはできないが，

管理不能原価もマネジャーにとって無視されて

よい筈がない。特に組織階層の上層管理者ほど

管理不能原価の認識の意義は増す。原価のコン

トローラビリティーは其の原価の先天的特性で

はない。それは責任センターとの関わりにおい

て相対的なものである。配賦された原価はマネ

ジャーの意思決定により発生した原価ではない

し，むしろ配賦基準により影響されるものであ

るからコントローラブルではない。意思決定の

観点から固定費を闇雲に給付に配賦することは

効果的な意思決定が期待できない恐れがあり，

疑問の余地がある。管理できない原価は意恩決

定にあたり除外すべきである。しかし固定費が

原価管理の面から全面的に管理不能とは断言で

きない。意思決定の結果により発生したことは

勿論であるから固定費は発生源泉に湖って其の

コントロールを検討すべきである。いわゆる発

生原因別に帰属計算することが重要である。責

任会計システムは意思決定センターに関連する

コスト，収益を跡づけるシステムであるから当

該センターの関連原価はコントローラブルかア

ンコントローラブルであるが，マネジャーの業

績評価においてはコントローラブル・コストの

みが評価の対象にされなければならない。固定’

費と変動費，ダイレクト・コストとインダイレ

クト・コスト，コントローラブル・コストとア

ンコントローラブル・コストといった原価概念

の各々の管理方法には特質があり，ダイレクト

　コストが即ち，コントローラブル・’コストで

あるとは限らない。アンコントローラブル・コ

ストをコントローラブル・コストヘ転換するこ

とは責任会計をより効果的に運用していくため

重要であるが，其のためには経営組織の改組，

物的設備の改善，意思決定点の変更等，諸施策

組織の発生原価と管理可能性
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が講ぜられなければならないが，今後，この領

域の具体策が望まれるところである。

　　　　　　　　　（1987年4月30日受理）
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